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一般会計税収（2019 年 8 月末）  
 ～消費税率引き上げの裏側で、所得・法人税収は下を向く～ 
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所得税・法人税は減少トレンド 

財務省が公表した 2019年８月末までの累計税収額は 13.4兆円（前年比▲5.2％）と減少した。税目

別に見ると、所得税は 6.7 兆円（前年比▲6.9％）、法人税は 0.6兆円（同▲11.2％）、消費税は 3.1

兆円（同▲4.9％）となった。今回８月末時点で納入される法人税はごく一部であり（３月末決算企業

の中間決算分が入る 11月末時点にまとまった額が計上される）、減少率の大きさはそのまま受け取る

べきではない。しかし、所得税の動向を併せても、景気への感応度が高い所得税と法人税が減少トレ

ンドに入っていることは確かだろう。製造業を中心とした企業業績の低迷や昨年度対比の円高などの

影響を受け、税収は伸び悩んでいる。 

10月からは消費税率が 8％から 10％に引き上げられており、税収増要因となる。2019年度の所得

税・法人税は減少が予想されるが、消費税の増加がこれをカバーすることになるだろう。2018年度の

60.4兆円からは増加する可能性が高い。ただし、政府が 2019年度予算で見込んだ 62.5兆円からは明

確に下振れすることになるだろう。 

なお、これまでは国の税収の中ではこれまで所得税が最も大きいシェア（2018年度：33.0％）を占

めていたが、今回の消費税率引き上げによって、その影響が平年度化する 2020年度には消費税が所得

税に代わって最大税目になる可能性が高い。 

 

資料１．税収（2019年 8月末時点累計値）       資料２．税収（季節調整値）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１出所）財務省「租税及び印紙収入、収入額調」      （資料２出所）同左。季節調整値は筆者。太線は６ヶ月移動平均。 
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